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朝日大学研究データ管理・公開 実施方針 

 

1. 趣旨 

朝日大学（朝日大学歯科衛生士専門学校を含む。以下「本大学」という。）は「建学の精神」の具

現化を企図し、自然科学と人文・社会科学、その他芸術との学際的協力により、専門的かつ総合的な

教育・研究活動を推進している。この理念の下、2024年 10 月 16 日に「朝日大学研究データポリシー」

を策定した。当該ポリシーでは、本大学における研究データの管理、公開及び利活用の原則を定めて

いる。本実施方針では、朝日大学研究データポリシーに基づき研究データの管理等を遂行する上での、

本大学及びその構成員の役割と責任を以下のように定める。 

 

2. 定義 

本実施方針において使用する用語を、以下のように定義する。 

 

2.1. 研究データ 

本大学における研究活動の過程で研究者によって収集又は生成された情報を指し、デジタルか

否かを問わない。収集又は生成したデータのみならず、それらを分析、処理して作成したデータも

含まれる。 

 

2.2. 研究データの管理 

研究データの管理とは、データの収集、生成、解析、加工、共有、保管、保存、破棄等、研究活

動の開始から終了までの研究データの取扱いを定め、これを実践することをいう。 

 

2.3. 研究データの公開 

研究データの公開とは、当該データを広く一般に利用できる状態にすることをいう。研究デー

タの公開には、任意の者が研究データを利用できる一般公開と、条件を満たした者のみが研究デ

ータを利用できる限定公開が含まれる。 

 

2.4. 研究データの利活用 

研究データの利活用に供するとは、公開した研究データ等からより多くの知的成果等が生み出

されるよう、データの価値を高めることをいう。 

 

2.5. 研究者 

本大学の構成員であり、本大学の教職員、研究員、学生など、本大学の研究に携わる者をいう。 

 

2.6. 研究代表者 

研究代表者は、研究者のうち、研究データの管理、公開及び利活用について、統括的な権限と責

任を持つ者をいう。研究グループのリーダー（PI）などが想定される。複数の研究者から構成され、

研究活動を推進するグループ内には必ず配置すること。 

 

3. 適用範囲 

本実施方針は、研究者及び本大学に適用する。入職時又は退職時は、別紙のフローチャートに従い 

適切なデータの管理移管を行うこと。 

 

4. 研究者の役割と責任 

4.1. 研究データの管理、公開及び利活用全般 

研究者は、法令及び本大学の規程に基づき、研究データの管理、公開及び利活用について責任

を持つこと。 
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4.2. 研究データの管理 

(1) 研究代表者は、当該グループにおける研究データの管理方針及び管理方法を記載した「デー

タマネジメントプラン（Data Management Plan）（以下「DMP」という。）」を研究開始時に

作成し、変更が生じた際は記載内容を更新すること。研究代表者は DMP を研究グループのメ

ンバーに周知し、メンバーによる研究データの管理状況を把握すること。 

 

(2) 研究者は、研究グループの DMP に従って研究データを管理すること。 

 

(3) 研究代表者は、「研究不正防止策」に従って研究データを保管することにより、「朝日大学

における研究活動上の不正行為の防止等に関する規程」を遵守すること。 

 

(4) 本大学に入職及び入学する研究者が、前機関等で利活用していた研究データを本大学で保持

することは、前機関等及び本大学の研究代表者が承認した場合に限り認める。 

 

(5) 研究代表者が本大学を離籍する場合は、後任の研究代表者を定めるなど、在籍時に統括して

いた研究データの管理権限を明確にすること。当該研究データの管理者が不在にならないた

めの対応を行うこと。 

 

(6) 研究者が本大学を離籍する場合に研究データを異動先に移管することは、研究代表者がこれ

を承認した場合に限り認める。 

 

4.3. 研究データの公開及び利活用 

(1) 研究代表者は、研究データを公開する統括責任を果たすため、研究データの公開基準の策定

及び研究メンバーヘの周知を実施すること。研究代表者は、公開した研究データが基準に適

合しているかの判断を実施すること。 

 

(2) 研究者は、研究データを可能な限り公開し利活用に供すること。なお、研究者は、法令、規

程等及び契約に反しない範囲で、かつ研究分野の慣行等を踏まえた上で、裁量をもって公開

を行うこと。 

 

(3) 研究者は、研究データを公開する際には、その利活用に供するため、次の点に配慮すること。 

(ア) 研究データに適切なメタデータを付加し、データの内容や意義を明確に説明すること。 

(イ) 研究データの収集方法や処理手順を付加し、データの完全性を保つこと。 

(ウ) 研究データには個人情報が含まれる場合があるため、当該本人や関係者の権利利益を尊

重し、適切な保護対策を講じること。 

 

(4) 研究者は、朝日大学機関リポジトリ（以下、「機関リポジトリ」という。）又はそれ以外の

システムのいずれかを選択して、研究データの公開を行うこと。 

 

(5) 研究者が、機関リポジトリ以外のシステムを用いて研究データを公開する場合、システムの

信頼性、永続性、公共性に配慮すること。ただし、その場合にも、当該研究データの所在情

報（当該研究データが所在する識別子等）を機関リポジトリに登録することを推奨する。 
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本大学の役割と責任 

4.4. 研究データの管理、公開及び利活用全般 

(1) 本大学は、法令等の遵守及び研究データに関する説明責任を果たすため、以下の環境整備を

行うこと。 

(ア) 研究者による研究データの管理等を支える体制や制度の整備 

(イ) 研究データの管理等に関わる業務の明確化 

(ウ) 研究データの管理等に関わる情報システムの整備 

(エ) 研究代表者による DMP 作成に係る項目及び基準の設定 

(オ) 研究データの管理、公開及び利活用全般に関する、研究者に対して研修及び助言等のサ

ポート体制の整備 

 

4.5. 研究データ管理のための環境整備 

(1) 本大学は、研究データを適切に管理するために、以下の環境整備を行うこと。 

(ア) 研究者へ研究データの管理に適した環境の提供 

(イ) 研究データに含まれる個人情報の適切な取扱いの確保 

(ウ) 研究データに関する安全保障貿易管理を含む研究インテグリティのための国等の指針 

(ウ) に従った取組 

(エ) 共同研究契約や利用許諾契約等における関係者間の研究データの権利関係の明確化と 

(エ) 契約遵守 

(オ) その他、必要とされる研究データの保護のための取組 

 

(2) 本大学は、適正な研究データの取扱い並びに研究の公正及び研究の再現性保持のため、以下

の環境整備を行うこと。 

(ア) 研究データの提供元が示した条件を遵守するために、研究データの管理及び公開を通じ

て、誰が保有主体になるかという基準と、研究データの取扱いに付された条件を遵守す

るための基準の策定及び運用体制の整備 

(イ) 研究課題内の研究データの保有主体等の設定と運用を可能にするための管理環境の整 

(イ) 備 

(ウ) 研究成果の保存環境の整備と運用 

(エ) 研究活動における研究データの利活用に関わる証跡、及び来歴情報等の記録環境の提 

(エ) 供 

(オ) 研究の公正および研究の再現性に関する啓発 

(カ) 研究の再現性を向上するツール等の調査と情報提供 

 

(3) 本大学は、適正な研究データの取扱い、研究の公正及び研究の再現性保持のために、研究者

に対して研究倫理教育をはじめとする研修や助言等のサポート体制の整備を行うこと。 
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4.6. 研究データの公開及び利活用 

(1) 本大学は、可能な限り多くの研究データの公開および利活用がおこなわれるように、以下の

環境整備を行うこと。 

(ア) 機関リポジトリとその運用体制の整備 

(イ) 機関リポジトリにおけるセルフアーカイブ機能と制限公開機能の整備と運用 

(ウ) 研究データの公開に関する、研究者に関しての研修、助言等のサポート体制の整備及び

人材育成 

(エ) 研究データの公開に関する基準（機関リポジトリの運用規則等を含む。）の整備 

 

(2) 本大学は、研究データの公開先等における研究データの保有主体等や利用許諾契約等の基準

の策定と運用体制の整備を行うこと。 

 

4.7. 研究者の所属変更に伴う本大学の対応 

(1) 本大学の所属になる場合 

採用及び入学先の研究代表者の承認後、本大学は当該研究者が、採用、入学前の所属組織

において利活用していた研究データに対して、当該データの管理等が継続されるようにする

こと。 

 

(2) 本大学の所属でなくなる場合 

研究者の離籍先の研究代表者が承認した場合、本大学は当該研究者が本大学で利活用して

いた研究データに対して、当該データの管理等が継続されるようにすること。 

 

4.8. 研究代表者の所属変更に伴う本大学の対応 

研究代表者の後任にあたる研究代表者が承認した場合、本大学は当該研究者が利活用した研

究データに対して、当該データの管理等が継続されるようにすること。 

 

5. その他 

社会状況、学術状況の変化、法及び倫理的要件の変化、朝日大学研究データポリシーの改訂等に応 

じ、適宜本実施方針の見直しを行うことがある。 

 

以上 


